
 

 

市
長
は
、
本
市
へ
の
米
の
影
響
額

は
１
７
１
億
円
減
少
す
る
こ
と
を

明
ら
か
に
し
、
重
要
農
産
物
の
聖
域

確
保
は
今
後
の
交
渉
次
第
と
の
答

え
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。 

 

コ
ミ
セ
ン
条
例
の 

弾
力
的
運
用
を
提
案 

コ
ミ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
へ
の
指

定
管
理
者
制
度
の
導
入
に
つ
い
て
、

開
館
日
や
開
館
時
間
な
ど
は
地
域

特
性
を
考
慮
し
た
弾
力
的
運
用
が

可
能
と
な
る
よ
う
改
正
す
べ
き
と

提
案
。 

市
民
生
活
部
長
は
地
域
特
性
に

基
づ
い
た
運
用
が
可
能
と
な
る
よ

う
条
例
の
規
定
を
検
討
し
た
い
と

答
弁
し
ま
し
た
。 
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 小
山
哲
夫
議
員
は
、
①
格
差
と

貧
困
の
広
が
り
と
生
活
保
護
制
度

の
見
直
し
に
つ
い
て
、
②
学
校
図

書
館
司
書
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し

た
。 生

活
保
護
基
準
引
下
げ 

 
 

 
 

甚
大
な
影
響
が 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

８
月
１
日
か
ら
の
生
活
保
護
基

準
の
引
き
下
げ
は
貧
困
世
帯
に
さ

ら
に
貧
困
を
強
い
る
こ
と
に
な
る

と
同
時
に
、
新
潟
市
の
就
学
援
助

制
度
な
ど
多
く
に
制
度
・
事
業
に

甚
大
な
影
響
を
及
ぼ
し
ま
す
。 

 

風
間
ル
ミ
子
議
員
は
、
農
政

に
関
連
し
て
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加

に
つ
い
て
」
「
指
定
管
理
者
制
度

に
つ
い
て
」
「
防
災
対
策
」
の
３

点
で
質
問
し
ま
し
た
。 

 

Ｔ
Ｐ
Ｐ 

市
内
産
米
へ
の 

影
響
は
１
７
１
億
円 

コ
メ
の
関
税
が
撤
廃
さ
れ
た
場

合
、
県
産
米
の
生
産
額
は
５
２
０

億
円
減
少
す
る
見
通
し
と
試
算
さ

れ
た
こ
と
か
ら
、
本
市
へ
の
影
響

額
や
、
米
・
小
麦
・
砂
糖
・
乳
製

品
・
豚
肉
な
ど
の
重
要
品
目
の
聖

域
確
保
の
保
障
は
何
も
な
い
こ
と

に
つ
い
て
質
し
ま
し
た
。 

６月議会  

鈴
木
福
祉
部
長
は
、
「
生
活
保

護
基
準
の
見
直
し
の
影
響
は
約
７

０
事
業
に
及
ぶ
」
と
し
、
「
生
活

保
護
の
基
準
か
ら
外
れ
た
世
帯

は
、
年
度
内
は
こ
れ
ま
で
と
同
様

に
減
免
が
継
続
す
る
こ
と
を
基
本

と
す
る
」
と
答
え
ま
し
た
。 

 

図
書
館
司
書
の 

 
待
遇
改
善
へ
道
切
開
く 

ま
た
、
こ
の
間
と
り
く
ん
だ
「
学

校
図
書
館
司
書
ア
ン
ケ
ー
ト
」
に

寄
せ
ら
れ
た
声
を
も
と
に
、
臨

時
・
非
常
勤
司
書
の
待
遇
改
善
を

求
め
ま
し
た
。
阿
部
教
育
長
は
「
他

都
市
の
状
況
や
司
書
の
勤
務
内
容

な
ど
か
ら
検
討
し
、
必
要
に
応
じ

て
賃
金
の
引
き
上
げ
な
ど
、
待
遇

改
善
を
図
っ
て
い
く
。
ま
た
、
通

勤
手
当
や
雇
用
期
間
の
拡
大
も
、

で
き
る
部
分
は
改
善
し
て
い
く
」

と
答
え
ま
し
た
。 

４
人
の
一
般
質
問 

議 員 団 日 誌 

７月１日 本会議最終日 

     住宅リフォーム 

     追加予算要望 

７月３日 市教職員組合 

との懇談会 



 

 

五
十
嵐
完
二
議
員
は
、
「
原
発

再
稼
働
に
つ
い
て
」
「
憲
法
改
定
問

題
に
つ
い
て
」
と
、
新
潟
市
民
の
関

心
を
集
め
て
い
る
「
Ｂ
Ｒ
Ｔ
導
入
計

画
に
つ
い
て
」
、
一
問
一
答
方
式
で

質
問
し
ま
し
た
。 

 

原
発
再
稼
働
問
題
に
つ
い
て
は
、

（
１
）
福
島
第
一
原
発
の
現
状
に
つ

い
て
の
市
長
の
認
識
、
（
２
）
原
発

輸
出
方
針
に
つ
い
て
の
見
解
、（
３
）

「
新
規
制
基
準
」
に
対
す
る
見
解
な

ど
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。 

Ｂ
Ｒ
Ｔ
問
題
に
つ
い
て
は
、（
１
）

な
ぜ
連
接
バ
ス
な
の
か
、
（
２
）
郊

外
線
は
拡
充
で
き
る
か
、
（
３
）
Ｂ

Ｒ
Ｔ
導
入
を
前
提
と
せ
ず
市
民
の

声
を
き
く
こ
と
、
の
３
点
で
質
問
。 

市
が
説
明
し
て
き
た
、
「
過
剰

ぎ
み
の
バ
ス
運
行
の
効
率
化
が
は

か
ら
れ
、
団
子
運
転
を
解
消
で
き

る
」
「
生
ま
れ
た
余
力
を
郊
外
の

バ
ス
路
線
の
増
便
や
拡
充
に
あ
て

る
こ
と
が
で
き
る
」
「
本
市
が
バ

ス
の
運
行
に
か
か
わ
る
こ
と
が
で

き
る
」
な
ど
に
つ
い
て
、
そ
の
根

拠
を
た
だ
し
ま
し
た
。 

こ
れ
で
見
る
と
、
松
浜
の
路
線

は
現
在
が
２
２
０
本
で
、
連
接
バ

ス
を
４
台
導
入
で
も
、
８
台
導
入

で
も
２
３
７
本
の
１
７
本
増
で
し

か
な
く
、
松
浜
の
路
線
に
は
９
系

統
あ
り
、
片
道
１
本
の
増
便
に
し

か
な
ら
ず
、
「
こ
れ
で
松
浜
や
東

区
の
市
民
に
、
路
線
が
便
利
に
な

る
な
ど
と
説
明
で
き
る
の
か
」
と
、

パ
ネ
ル
を
示
し
て
た
だ
し
ま
し

た
。
こ
れ
に
対
し
、
市
は
「
段
階

的
に
す
す
め
、
利
便
性
を
向
上
す

る
」
と
し
か
答
え
ら
れ
ま
せ
ん
で

し
た
。 

憲
法
改
定
問
題
で
は
、
国
民
主

権
、
基
本
的
人
権
、
平
和
主
義
の

３
原
則
に
つ
い
て
、
「
自
民
党
憲

法
改
正
草
案
」
に
照
ら
し
て
、
市

長
の
見
解
を
た
だ
し
ま
し
た
。 

野
本
孝
子
議
員
は
、
「
国
民
健

康
保
険
料
の
負
担
軽
減
に
つ
い
て
」

「
空
き
家
対
策
に
つ
い
て
」
の
２
点

で
質
問
し
ま
し
た
。 

 

恒
常
的
な
低
所
得
者
の 

国
保
料
の
減
免
を 

今
年
度
は
、
国
民
健
康
保
険
料
の

２
年
ご
と
の
改
定
に
よ
る
見
直
し

の
年
に
あ
た
っ
て
お
り
、
引
き
上
げ

が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ
以
上

の
値
上
げ
は
、
市
民
の
い
の
ち
と
健

康
を
お
び
や
か
し
ま
す
。
災
害
時
や

失
業
な
ど
の
所
得
減
、
障
害
者
や
ひ

と
り
親
世
帯
へ
の
国
保
料
減
免
基

準
は
あ
り
ま
す
が
、「
年
金
が
低
い
」

「
売
り
上
げ
が
少
な
い
」
と
い
っ

た
、
『
常
に
収
入
が
少
な
い
』
低
所

得
世
帯
へ
の
減
免
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

国
保
料
を
払
う
こ
と
に
よ
っ
て
、

生
活
保
護
水
準
以
下
の
生
活
を
強

い
ら
れ
る
低
所
得
者
の
国
保
料
を

軽
減
す
る
よ
う
、
強
く
求
め
ま
し
た

が
、
「
見
直
し
は
考
え
て
い
な
い
」

と
の
冷
た
い
答
弁
で
し
た
。 

 

若
い
世
代
の
定
住
促
進
に 

 
 

 

空
き
家
活
用
を
検
討 

空
き
家
が
増
え
続
け
て
い
ま
す
。

市
が
昨
年
実
施
し
た
、
所
有
者
な
ど

へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
で
は
、

「
売
却
・
賃
貸
」
の
希
望
も
あ
り
、

行
政
が
リ
フ
ォ
ー
ム
へ
の
支
援
や

情
報
提
供
す
る
こ
と
で
、
空
き
家
活

用
を
促
進
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

遠
藤
建
築
部
長
は
、
「
若
者
の
定

住
に
資
す
る
だ
け
で
な
く
、
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
活
性
化
に
も
気
と

す
る
こ
と
か
ら
、
空
き
家
活
用
へ
の

取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
」
と
の
前

向
き
な
答
弁
を
し
ま
し
た
。 
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